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１．はじめに
　20世紀初頭にアメリカで始まったコーオプ教育（Co-
operative EducationまたはCo-op Education）は１世紀を
経て世界に浸透してきた。現在、この「座学と現場におけ
る就業体験を融合させた」教育制度は、欧米諸国を中心と
する多くの産業社会で、就職活動を行う大学生や大卒者
にとって不可欠な存在となりつつある。特に、所得の向上
で高等教育の進学率が上昇した国々では、大卒者はもは
や社会のエリートではない。むしろ、これらの国では、大
衆教育としての大学教育の普及による労働力全体の底上
げが行われている。一方、この大学教育の大衆化は当事者
である大学生にとっては、就職競争の激化を意味する。こ
のような状況において、コーオプ教育は就職活動中の大
学生や大卒者の履歴書に付加価値を付け、活動を有利に
進めるための不可欠な要素となりつつある。
　企業にとっては、産業構造の変化によって生み出され
る新たな技術や技能を就職前に身に付けた大卒者を雇用
することは職場訓練費用の削減に繋がる。大学生や大卒
者と企業とともにコーオプ教育のもう一つのステークホ
ルダーである高等教育機関はその提供者となることで、
教育機関間競争における地位を高めることができる。
　しかし、コーオプ教育の形態は国や地域の社会制度的
背景によって様々で、またその効果も国や地域の経済状
況に大きく依存している。その中で、日本は先進国中では
唯一と言ってよいほどこの制度が確立されていない国で
ある。
　本稿では、まず、２でコーオプ教育の発祥地であるアメ
リカにおけるコーオプ教育の歴史を紹介し、３でこれに
基づいてコーオプ教育の概念を整理したうえで新たに定
義する。４では、アメリカ、カナダ、イギリス、ドイツにお
けるコーオプ教育を比較し、５で労働経済学の視点から
コーオプ教育の効果と課題について言及する。６では日
本におけるコーオプ教育の展開と課題について述べ、７
でその発展のための有効な政策を提案する。
２．コーオプ教育の歴史
　コーオプ教育が1906年にハーマン・シュナイダーHer-
man Schneiderによってアメリカ・オハイオ州のシンシナ
ティ大学University of Cincinnatiで始まったというのは
コーオプ教育関係者の一般的な理解である。シュナイ
ダー自身は、座学と現場の就業体験を融合させる試みは
これ以前にも法律や医学分野または技術系徒弟制度とし
て存在していたと主張しているが、体系的なプログラム
としてのコーオプ教育についてはシュナイダーを創始者
と考えてよいだろう。シュナイダーは1914年１月26日に
アメリカ合衆国第63回議会の下院教育委員会のヒアリ
ングに召集されて“Cooperative System of Education”の
特徴を「大学のカリキュラムと、これと同レベルの高い完
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成度の教育価値を持つ就業体験が、理論と実践として強
い結びつきを持って機能する教育システム」と説明して
いる（Committee on Education, House of Representatives, 
Sixty-third congress, United States of America（1914））。
1909年にはノースイースタン大学Northeastern Universi-
tyがコーオプ教育を導入し、シンシナティ大学とともに
この２大学は現在もコ─オプ教育の先駆者として知られ
ている。その後の1926年にはコーオプカレッジ協会As-
sociation of Cooperative Collegesが形成され、1929年に
は工学教育推進会Society for the Promotion of Engineer-
ing Educationの中に工学系コーオプ教育部会Division of 
Cooperative Engineering Educationが設立される。
　1906年以来コーオプ教育は工学系の学生を主な対象
として発展してきたが、1919年以降、他の分野の学生も
その対象とすることになる。1919年には、シンシナティ
大学で経営学部の学生に対するコーオプ教育がはじまり、
アンティオッチ大学Antioch Universityが文系一般に対
するコーオプ教育を開始する。その後、コーオプ教育は
1941年時点でアメリカ国内の39の教育機関に普及し、第
二次大戦でその数は減少したものの、1956年には約60の
教育機関がプログラムを開講するまでに至った。
　コーオプ教育に産業界の協力が不可欠なのは言うまで
もないが、1957年にはエジソン財団Edison Foundation
の財政的支援のもとにコーオプ教育の教育的価値と効果
に関する体系的な調査が実施され、その結果が“Work 
Study College Program”として出版された（Wilson and 
Lyons（1961））。また、1962年にはアメリカコーオプ教
育評議委員会National Commission for Cooperative Edu-
cation（NCCE）、そして、1963年には高等教育機関をそ
の中心メンバーとするアメリカコーオプ教育協会Na-
tional Cooperative Education Association（NCEA）（現在
のアメリカコーオプ教育・インターンシップ協会Cooper-
ative Education and Internship Association（CEIA））が設
立され、コーオプ教育の教育機関における普及と政府の
理解と財政的支援の確保に力を注いだ。この流れの中で、
アメリカ政府も1965年の高等教育法Higher Education 
Actのもとでコーオプ教育への財政支援を行い、さらに、
1968年には同法改正案の第７編Title VIIIにおいて財政
支援の強化を図った。ノースイースタン大学コーオプ教
育研究センターによると、コーオプ教育を開講する教育
機関は1971年には277校、さらに、ピーク期の1986年には
全高等教育機関の約３分の１に当たる1012校がコーオ
プ教育プログラムを開講するまでに至った。政府の支援
は1971、1972年には各450万ドル、また、1973年には１
千万ドルまで増加している。しかしながら、このころに始
まった多くのプログラムは政府の拡大解釈のもとで認定
されたもので、コーオプ教育のこのような急速な普及は、
ある程度の質の低下によって達成されたと言う事実も見
逃すことはできない。
　このような政府の財政支援以外にもコーオプ教育の急
速な普及の要因としては他のいくつかの点が考えられる。
まず、戦後の急速な技術発展は新たな技術をもつ若い雇
用者を多く必要としたことがある。各企業にそのような
技術者を育成する時間や費用が不足している状況で、高
等教育機関がこれらの将来の若年労働者に在学中に職業
訓練を提供する役割を担った。一方、学生にとってはコ
ミュニティーカレッジCommunity Collegeにおけるコー
オプ教育の導入がある。従来の座学と就業の実施期間を
分けて交互に行う「直列型」に対し、コミュニティーカ
レッジのコーオプ教育は一日の午前中に座学、午後に就
業と言う「並列型」である。このシステムは、経済的に恵ま
れない学生や社会人に勉学の機会を与えることになった
が、当時の大学授業料の上昇もこの「稼ぎながら学ぶ制
度」の人気を高めた。また、高等教育の大衆化はより多く
の人々の目をコーオプ教育に向けさせ、教育プログラム
におけるコーオプ教育の認知度が高まるにつれて、この
授業を卒業単位の対象に含める要望が高まってきた。し
かし、これはコーオプ教育をオードックスな教育システ
ムの中に組み込むことを意味し、単位化された一部の
コーオプ教育プログラムはその質の確保のために「小規
模で行き渡った指導のもとに行われるきわめて優秀な学
生のためのプログラム」となって行く（Wooldridge
（1987））。シュナイダーは1914年のアメリカ議会におけ
るヒアリング（前述）で「コーオプ教育は、多くの若者に、
働きながら学ぶ機会を与えることで、学業を続けること
を可能とする。この制度なしには彼らは学業を断念し、就
労していただろう」とも説明しており、この方向性はコー
オプ教育の創始者シュナイダーの趣旨と異なっていたこ
とはいうまでもない。
　1965年の高等教育法に始まったアメリカ政府のコー
オプ教育に対する積極的財政支援は1992年の高等教育
法改正案を受けるかたちで1996年に終了した。一方、
コーオプ教育を開講している教育機関数については
NCCEが1996年に調査をしているが、その数は10年前の
ピーク期と比べると半分以下の400弱に減少してしまっ
た。これは、政府の財政支援なしではコーオプ教育の運営
が困難であったことを示唆している。現時点でのアメリ
カのコーオプ教育の中心的存在は、前述のシンシナティ
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大学、ノースイースタン大学やドレクセル大学Drexel 
Universityなどである。
　コーオプ教育はアメリカ以外でも、カナダ、オーストラ
リア、イギリスなどの英語圏を中心に普及してきた。これ
らの国では以下の独自のコーオプ教育協会が設置されて
おり、定期的な研究会の開催とともにコーオプ教育の普
及や質の保証に努めている。
　カナダ：Canadian Association for Co-operative Education（CAF-
CE）
　オーストラリア：Australian Collaborative Education Network
（ACEN）
　 イ ギ リ ス：Association for Sandwich Education and Training
（ASET）
　ニュージーランド：New Zealand Association for Cooperative Ed-
ucation（NZACE）
　南アフリカ：Southern African Society for Cooperative Education
（SASCE）
　タイ：Thai Association for Cooperative Education（TACE）
　スウェーデン：THE VILAR NETWORK
　また、1991年には世界コーオプ教育協会World Asso-
ciation for Cooperative Education（WACE）が設立され、
世界大会の開催（隔年開催で2011年には第16回大会がア
メリカ・フィラデルフィアで開催されている）などを通し
て、各国のコーオプ教育協会間のコラボレーションの促
進や、コーオプ教育の世界的な普及に努めている。なお、
前述のアメリカのコーオプ教育評議委員会であるNCCE
は2010年にWACEと合併している。
３．コーオプ教育の定義
　コーオプ教育と言う概念は日本ではあまり知られてい
ない。「座学と現場における就業体験を融合させた」教育
の概念というと、日本ではむしろインターンシップの方
が知られている。実際、海外でも似たようで微妙に異なる
概念はいくつも存在する。そこで、第３章では、類似した
概念をコーオプ教育Cooperative Education、インターン
シップInternship、サンドウィッチコースSandwich Course
などを中心に整理してみよう。なお、コーオプ教育のより
体系的な紹介はGroenwald et.al（2011）がある。
3.1．コーオプ教育Cooperative Education（Co-op Edu-
cation、または、Co-opと呼ぶこともある）
　コーオプ教育の基本的概念は、１世紀近くを経た現在
も、シュナイダーが下院教育委員会で説明した“Coopera-
tive System of Education”の概念「大学のカリキュラムと、
これと同レベルの高い完成度の教育価値を持つ就業体験
が、理論と実践として強い結びつきを持って機能する教
育システム」に変わりはない。例えば、カナダコーオプ教
育協会は、コーオプ教育プログラムとして同協会に認証
されるためには「大学における座学と専攻分野に関係が
あるビジネス、企業、政府、社会奉仕、または、特定の職に
おける就業体験が融合したプログラム」で、さらに以下の
条件が満たされる必要があるとしている。
　（ⅰ）就業体験のための環境は、コーオプ教育プログラ
ムを提供する教育機関がコーオプ教育の場として開発、
または、認定している。
　（ⅱ）コーオプ学生は、単なる現場の状況の観察でなく
生産活動に従事している。
　（ⅲ）コーオプ学生は、就業体験に対して報酬を受けとる。
　（ⅳ）コーオプ学生の就業体験の進捗状況は、コーオプ
教育プログラムの提供教育機関が観察している。
　（ⅴ）コーオプ学生の就業体験状況は、現場のコーオプ
企業責任者が監督し評価している。
　（ⅵ）就業体験に使われる時間は大学の授業の３割を超
えている。
　（カナダコーオプ教育協会ホームページ：http://www.
cafce.ca/参照）
　既に述べたように、近年では各国のコーオプ協会は
WACE世界大会等を通して密接な情報交換のもとに活
動を続けており、カナダ以外の国でもコーオプ教育プロ
グラムはカナダに類似した条件のもとに運営されている。
ただ、２でも紹介されたコーオプ教育の単位化について
は必ずしも実施されているとは限らず、学位と並行して
コーオプ教育プログラムの修了証を発行する場合もある。
また、就業体験期間については、様々なタイプがあるが、
多くの場合６か月から12ヶ月の間で、３か月単位で複数
の企業で就業体験を受ける。
　以上のことから、本稿ではカナダコーオプ教育協会の
定義に沿って（ただし、教育機関、コーオプ学生、受け入れ
企業（コーオプ企業）に分けて、（ⅵ）は除外する）コーオプ
教育を次のように定義し、以降の議論を進めていく。
　「大学における当該学生（以下、コーオプ学生）の学習内
容と、これに関連性を持つ就業体験が融合したプログラ
ムで、さらに以下の条件が満たされる必要がある；
　（ⅰ）コーオプ教育プログラムを提供する教育機関は就
業環境をコーオプ教育の場として開発、または、認定する
とともに、就業体験の実施期間中においてもその進捗状
況を観察する。
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　（ⅱ）就業体験においてコーオプ学生は、単なる現場の
状況の観察をするのでなく生産活動に従事し、その活動
に対して報酬を受けとる。
　（ⅲ）コーオプ企業の責任者はコーオプ学生の就業体験
状況を監督し評価する。」
3.2．インターンシップInternship
　そもそもコーオプ教育の明確な定義がないため、イン
ターンシップとの違いを特定化することは難しい。しか
し、両方のプログラムを持つ高等教育機関の多く（例えば
シンシナティ大学（http://www.uc.edu））は、前者を大学主
導の高等教育の一環として考え、後者を企業主導の雇用
者採用活動の一環として考えている。また、就業体験期間
および体験先企業数については、前者が長期で複数企業
に渡るのに対して、後者では数カ月と短期で採用活動中
の１企業のみと言うのが一般的な理解である。これでは
インターンシップは3.1．のコーオプ教育の定義には当て
はめることは難しく、コーオプ教育とは区別して考える
べきであろう。
3.3．サンドウィッチコースSandwich course
　1992年以前のイギリスでは高等教育機関は、研究重視
の大学Universityと実践重視のポリテクニックPolytech-
nicに分かれていた。イギリスの高等教育機関では学部教
育は通常３年制であるが、実践を重視するポリテクニッ
クはいくつかの工学系の大学（例えば、サリー大学Uni-
versity of Surrey）とともに２年次の終了後に１年間の
Placementと呼ばれる就業体験を課し、さらに１年間復学
して合計４年間で卒業する「座学と座学の間に就業体験
をはさむ」サンドウィッチコースを提供してきた。大学と
ポリテクニックの区別は1992年のイギリス高等教育法
Further and Higher Education Act 1992によって消滅し、
現在ではすべてが大学と呼ばれているが、サンドウィッ
チコースは旧ポリテクニックに多く存在している。基本
的には教育重視で、アメリカのコーオプ教育と同様に、
3.1．のコーオプ教育の定義を満たすプログラムであるが、
１企業で１年間の就業体験を受けるところが大きな違い
である。なお、単位化はされておらず、卒業時には卒業証
書と並行して就業体験修了証Placement Certificateが与
えられることが多い。
3.4．Work-Integrated Learning（WIL）/Work-Based 
Learning（WBL）
　前述のようにアメリカのコーオプ教育評議委員会は
2011年に世界コーオプ教育協会と合併したが、WACE, 
the World Association for Cooperative and Work-Integrat-
ed Educationがこの新たな組織の正式名称である。ここ
にある“Work-Integrated”（または“Work-Based”と言う言
葉も同様に使われる）はコーオプ教育とほぼ同意語と考
えてよいが、通常コーオプ教育が有償の就業体験を伴う
ことから、無償となる公共機関における就業体験やボラ
ンティア活動も含むと言う解釈で使われることがある。
3.5．Project-Based Learning（PBL）
　職場における就業体験の代わりに企業から委託された
プロジェクトを教育機関内で行う就業体験学習である。
形態は違っても就業体験学習であることからコーオプ教
育の１つのタイプと考えてよいだろう。ただ、一般的な
コーオプ教育の就業体験のようにマンツーマンでないグ
ループプロジェクトのため、複数の学生を同時に指導で
きて、協力企業数も少なくて済む。したがって、学生の指
導時間や協力企業の確保の労力も削減が可能でより効率
的な運営が可能である。
3.6．体験学習Experiential Learning
　「体験からの学び」を意味する概念で、デューイDewey
（1916）、コルブKolb（1984）、ピアジェPiaget（1985）ら
によって教育理論のもとに展開された。コーオプ教育は
この体験を就業体験に特定化した体験学習と位置づけら
れる。本稿ではコーオプ教育の労働経済学的視点からの
分析を行うため詳しい説明は避けるが、教育理論におけ
るコーオプ教育に関する議論はEames and Cates（2011）
が詳しい。
４．世界のコーオプ教育の流れ
　ここまで見てきたようにコーオプ教育の概念はアメリ
カでつくられ北米を中心に普及したが、同様な制度は他
国でも展開されてきている。ここでは、これらの制度が比
較的進んでいる国として、カナダ、オ─ストラリア、イギ
リス、ドイツについてその背景を簡単に紹介する。
4.1．カナダ
　カナダのコーオプ教育はアメリカからは半世紀遅れて
1957年のウォータールー大学University of Waterlooで始
まったとされ、60年代になってコミュニティーカレッジ
の普及に並行してコーオプ教育も広く普及した。1973
年に設立されたカナダコーオプ教育協会CAFCEによれ
ば、1987年時点で60の教育機関がコーオプ教育を開講し
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ている。現在では、カナダはアメリカとともにコーオプ教
育がもっとも普及した国である。ウォータールー大学で
は16000人以上の学生がコーオプ教育プログラムに登録
し、4500社の協力企業がある。（http://cecs.uwaterloo.ca/
about/）また、ブリティッシュコロンビア大学University 
of British Colombia（http://www.coop.ubc.ca）とヴィク
トリア大学University of Victoria（http://www.uvic.ca/
coopandcareer/index.php）でもそれぞれ年間で3000と
2700を超える就業体験を学生に提供している。
4.2．オーストラリア
　オーストラリアの最初のコーオプ教育は1963年に
ヴィクトリア大学Victoria Universityとスウィンバーン
大学Swinburne Universityで始まった。1990年にはオー
ストラリアコーオプ教育協会Australian Cooperative Ed-
ucation Society（ACES）が設立されたが全国的な普及に
は至らず、その後の2006年にオーストラリア共同教育
ネットワーク（ACEN）が設立された（詳しくはPatrick 
and Kay（2011）参照）。現在のコーオプ教育の普及度は
アメリカとカナダに次いで高い。ヴィクトリア大学では
すべての単位取得の対象となるコースに関して、そのシ
ラバスに25％以上のコーオプ教育の要素を含み、成績評
価についても同様の25％以上のコーオプ教育の要素を
含むことを課している（詳細はVenables,A., Tan,G. and 
Bellucci,E.（2009）を参照）。
4.3．イギリス
　前述のようにサンドウィッチコースがイギリス型の
コーオプ教育である。この「座学と座学の間に就業体験を
サンドウィッチする」教育制度は1903年にサンダーラン
ド工業専門学校Sunderland Technical College（現サン
ダーランド大学University of Sunderland）で始まった。イ
ギリスでは1823年にジョージ・バークべックGeorge 
Birkbeckが学業と仕事の両立を目的とした成人教育のた
めに定時制学校バークべック・カレッジBirkbeck College
（現ロンドン大学バークべック・カレッジ）を創設してい
る。両者の違いは、前者が「学びながら働く機会」の提供に
対して、後者は「働きながら学ぶ機会」の提供にある。成人
教育としてのコーオプ教育についてはBillett and Choy
（2011）を参照）。
　大学の中でも旧ポリテクニックにサンドウィッチコー
スが多いことは既に述べたが、1970年代には大学とポリ
テクニックがそれぞれのコーオプ教育協会を設立した。
その後この協会は1979年にイギリスサンドウィッチ教
育・訓 練 協 会Association for Sandwich Education and 
Training（ASET）として一本化された。現時点でコーオ
プ教育が盛んな大学はアストン大学Aston Universityや
サリー大学University of Surreyである。前者は60％以上
の学部学生が４年間の学部在籍中に12か月の就業体験
を受けている。
4.4．ドイツ
　ドイツでは、中等教育の段階で大学Universitatか職業
訓練学校Berufsacademieのいずれに進学するか決めてし
まう。そして、コーオプ教育に類似したプログラムは訓練
学校Berufsacademieで提供され、高等教育機関である大
学はそのようなプログラムとは無関係であった。しかし、
最近ではその伝統的な２つのタイプの教育機関の間に位
置付けられる教育機関として総合専門大学Gesamthoch-
schuleや技術高等学校Fachhochschuleが設立され、高等
教育におけるコーオプ教育プログラムはこれらの教育機
関で提供されている。
５．コーオプ教育の効果と課題
5.1．効果
　さて、コーオプ教育には学生、企業、教育機関、そして、
社会の４者のステークホルダーが存在するが、それぞれ
のグループにコーオプ教育はどのような効果を与えるの
だろうか。ここでは、労働経済学の視点から分析してみた
い。
　労働市場は労働サービスを供給する雇用者とこれを需
要する企業で成り立っているが、教育は事前にこの労働
サービスの価値を高める効果を持っている。また、労働市
場は通常のモノの市場と比べると次の２つの特徴を持っ
ている。１つ目は、この市場で取引される労働サービスは
多様性を持っているという点である。大量生産のもとに
生産されるモノとは異なり労働サービスはそれぞれの個
性を持った個人によって供給されるために、同じ仕事を
してもその仕事の質が異なる可能性は大きい。そのため
需要側の企業にとって供給側の雇用者の能力や労働意欲
についての情報は常に不確定なものとなる。経済学的に
言うと、労働市場は不完全情報に基づく市場である。例え
ば、新しい雇用者の能力を始めから把握することは難し
いし、企業が課した仕事を雇用者が常に高い労働意欲を
持って成し遂げるとは限らない。２つ目は、労働市場でも
特に新卒者の市場では、即戦力となる人材よりむしろこ
れから育て上げる人材が多いため、労働市場はThurow
（1975）も指摘するように「完成品の市場」でなく、「訓練
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市場」と考えた方が適切であるという点である（Thurow
は前者を賃金競争Wage Competition、後者を仕事競争
Job Competitionとして分けて説明している）。以上の２
点をまとめると、新卒者の労働市場においては、新卒者と
企業はお互いに求める技術や能力について十分な情報を
持たず、また、両者の求める技術・技能にギャップが存在
し何らかの訓練を通してそのギャップをなくす必要があ
る。
　労働経済学では、教育がこのような不完全情報の問題
を解消するためのシグナリングSignalling機能と、技術
　・能力を向上させるための人的投資Human Capital In-
vestment機能を持っていると考えている（詳細はBorjas
（2012）を参照）。コーオプ教育についても同様の解釈が
成立する。すなわちコーオプ教育は、就業体験を通して学
生と企業のあいだに存在する不完全情報の問題を解決す
るシグナリング機能と、就業体験後に教育機関に戻って
行うさらなる勉学を通してより効果的な人的投資を生み
出す機能を持っている。
　以下では、これらのコンセプトを使ってステークホル
ダーごとにコーオプ教育の効果をまとめてみたい。
5.1.1．コーオプ学生
　就業体験はコーオプ学生が仕事の内容や職場の環境に
ついて就業以前に知ることを可能にする。このようなシ
グナリング機能は早期離職を防ぐことに役立つ。また、職
場で求められる技術・技能を就業以前にある程度修得で
きることは学生たちの生産性を高める。このような人的
投資機能は就職後のスキルアップのみならず労働市場に
おける学生の就職活動にも有利に働く。さらに、就業体験
期間の長短に関わらず有償であることもコーオプ教育の
重要な点である。シュナイダーが主張する（前述）「コーオ
プ教育は、多くの若者に、働きながら学ぶ機会を与えるこ
とで、学業を続けることを可能とする。この制度なしには
彼らは学業を断念し、就労していただろう」という状況は
１世紀以上経った今でも変わっていない。
5.1.2．コーオプ企業
　コーオプ教育の歴史が長い欧米諸国で企業にとっての
メリットとしてもっともよく上げられるのが以下の３点
である。まず、１つ目は企業が求める労働者を就職活動以
前に選考できる点であり、これはコーオプ教育のシグナ
リングに当たるが、この就職活動以前の選好は労働需要
者である企業の視点から「スクリーニングScreening」と
呼ぶこともある。日本ではいわゆる「青田刈り」として負
の印象を与えるが、欧米では企業だけでなく学生もこの
点をメリットと考えている。２つ目はコープ学生を安価
な労働力として使うことができる点である。これについ
ても日本であれば企業による「搾取」と考えられる可能性
があるが、欧米の場合は学生にとっても報酬が低いとし
てもそれは就業体験を「購入」する代償で、両者にとって
のWin-winケースであると考えられている。３つ目は大
学で学ぶ学生から新たな知識や発想を得ることができる
点である。専門性が高い学部教育を行う大学がある国の
企業は、コーオプ学生からその情報を提供してもらうこ
とを期待している。
5.1.3．教育機関
　教育機関はシグナリング機能と人的投資機能を提供す
ることで教育サービスの代価として学生から授業料を徴
収するが、コーオプ教育はこれらの教育の機能を強化す
ることで教育サービスの質を高め、当該教育機関の競争
力を高める役割をもつ。
5.1.4．社会全体
　前述のように、労働経済学では教育はシグナリング機
能を通して労働市場におけるミスマッチを解消し、人的
投資機能を通して将来の労働力の生産性を向上させる。
この効果は、雇用者の賃金や企業の利益の増加のみなら
ず、税収の増加にも結びつく。これが様々な社会資本の構
築や整備に使われれば社会全体を豊かにする効果を持つ。
コーオプ教育についても同様の議論が成り立つ。
5.2．課題
　コーオプ教育には様々な課題も存在する。Sovilla and 
Vanty（2011）は、コーオプ教育の発展や普及を阻んでき
たものとして以下の８点を指摘している。
　（ⅰ）コーオプ教育の統一された定義が存在しない。
　（ⅱ）コーオプ教育に十分な人材と資金が提供されてい
ない。
　（ⅲ）コーオプ教育プログラムを従来のカリキュラムに
組み込むことに成功していない。
　（ⅳ）多くのコーオプ教育の関係者がこの制度を教育で
なく職業訓練と誤解している。
　（ⅴ）コーオプ教育職員の教育理論に関する知識が不十
分である。
　（ⅵ）コーオプ教育が専門分野として認知されていない
ため、コーオプ教育職員のためのキャリアパスが存在し
ない。
　（ⅶ）学内の一般教員の十分な理解と協力を得るまでに
至っていない。
　（ⅷ）経営の効率化の影響で、企業の受け入れ体制は縮
小化されている。
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　様々な課題が指摘されているが、これらをまとめると、
「コーオプ教育は100年の歴史を持っているにも拘わら
ず、制度として十分に普及しておらず、その概念について
も統一した見解が確立されていない。さらに、かなり手間
のかかるプログラムであるが、実施教育機関からそのた
めの十分なサポートを受けているとは言い難い。また、教
員と職員の理解と協力についても課題が残っている。一
方、コーオプ学生の受け入れ企業の体制も弱体化してい
る。」とまとめられよう。
　６では、これらの論点を参考にしながら日本における
コーオプ教育の展開と課題について述べていく。
６．日本におけるコーオプ教育の展開と課題
6.1．展開
　日本におけるコーオプ教育は「キャリア教育」と言う名
のもとに展開されている。しかしながらその歴史は１世
紀近い欧米とは比べものにならない。「キャリア教育」の
概念がはじめて注目を浴びたのは10数年前のことであ
る。そして、1999年の文部科学省中央教育審議会答申「今
後の初等教育と高等教育の接続の改善について」におい
て「キャリア教育」と言う言葉がはじめて公式な場で扱わ
れ、その必要性が言及された。日本はアメリカのコーオプ
教育を見習ってこのキャリア教育を進めていったが、そ
の経緯については松高（2008）が詳しい。コーオプ教育や
キャリア教育と似た概念としては「インターンシップ」の
方が日本ではよく知られている。これは前述の海外にお
けるインターンシップに近く、大学主導で就業体験を教
育の一環と考えるコーオプ教育とは異なる。
　経済産業省は、2006年の「社会人基礎力に関する研究
会」で「職場や地域社会で多様な人々と仕事をしていくた
めに必要な基礎的な力」として「前に踏み出す力、考え抜
く力、チームで働く力」の３つの力から構成される「社会
人基礎力」を紹介し、学生がキャリア教育によってこの力
を身につけることができるとしている。この社会人基礎
力の概念は、海外のコーオプ教育でもよく引用される
“ジェネリックスキルGeneric skill”や“ソフトスキルSoft 
skill”にきわめて近い。ソフトスキルはハードスキルHard 
skillと対比させて使うことが多い概念だが、それぞれ汎
用的応用力と専門的応用力を意味している。したがって、
キャリア教育という言葉で経済産業省が意図するところ
は、インターンシップよりもコーオプ教育に近いと言え
よう。これ以降は、「日本のキャリア教育はコーオプ教育
の１つであり、インターンシップとは異なる」として議論
を進めていく。
　各国のコーオプ教育協会については前述したが、日本
の場合はそのような組織は今までに存在したことがない。
「日本インターンシップ学会」、「キャリアデザイン学会」、
そして、「日本キャリア教育学会」などのコーオプ教育の
概念をある程度共有する組織は散在するが、これらは研
究中心の組織であり、海外のコーオプ教育協会が行って
いるような教育機関と企業との仲介活動やコーオプ教育
の普及や質の保証のための活動は行っていない。このよ
うな状況のもと、アメリカ・フィラデルフィアで開催され
た第17回WACE世界大会の各国コーオプ協会会議に産
学協働人材育成ネットワーク（Japan Cooperative Educa-
tion Network：JCENジェーセン）がオブザーバー参加し
た。この組織は、京都産業大学が世界コーオプ教育協会の
世界大会参加を通して各国のコーオプ教育協会のアドバ
イスのもとに立ち上げを試みている日本のコーオプ教育
協会である。
　コーオプ教育とインターンシップの違いが不明瞭なこ
とから一言にインターンシップと言ってもその内容はむ
しろコーオプ教育に近いプログラムを提供している大学
も散在するが、一般的に日本の「インターンシップ」は海
外の「コーオプ教育」と比べると、就業体験の期間と報酬
の面で異なる。日本のインターンシップの就業体験期間
は通常２週間で海外の６カ月から12カ月と比べるとき
わめて短い。文部科学省（2008）によれば、2007年の４年
制大学の学生の中でインターンシップ期間が、１～２週
間の者が50.7％、２～３週間の者が25.5％、また、海外並
みの６か月以上の者はわずか1.2％であった。
　また、報酬についても、海外では大卒者の初任給に比べ
ると低いが有償であるのに対し日本の場合は多くが無償
である。海外では多くの学生が教育ローンや奨学金を
使って学費や生活費を払っているが、就業体験期間は教
育期間とは認められずこれらの金銭援助が受けられない。
したがって、生活のために就業体験に対する報酬は不可
欠となるのである。ただ、近年は無償の就業体験の存在が
問題になっている（特にインターンシップを中心に起
こっている無償の就業体験についてはPerlin（2011）を
参照）。経済協力開発機構Organization for Economic Co-
operation and Development（OECD）は、OECD（2010）で、
OECD諸国を高等機関の授業料の高さと教育ローンや奨
学金などの教育費（生活費も含む）調達のための制度の有
無によって以下の４つのグループに分けている：
　（グループA）授業料が低く、教育費調達も容易な国々
で、スウェーデン、ノルウェー、フィンランドなどの北欧
国々に多い。
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　（グループB）授業料は高いが、教育費調達は容易であ
る国々で、アメリカやオーストラリアなどがある。
　（グループC）授業料は低いが、教育費調達は難しい
国々でフランス、イタリア、スペインなどのヨーロッパ大
陸の国々がある。
　（グループD）授業料が高く、教育費の調達も難しい国
で、日本が挙げられている。
　また、日本学生支援機構（2010）も、2008年における４
年制大学の学生の平均年収を2,198,800円と算出し、その
内訳を、家庭からの給付65.9％、奨学金15.3％、アルバイ
ト16.3％などとしている。これらのデータからは、「高額
にも拘わらず学生生活の費用を家族で負担する」という
OECD諸国の中でも例外的な日本のパターンが浮き彫り
になっている。これは、特にグループAやBの国々の学生
のような、就業体験期間も含めて、大学生が自分で教育費
を調達し、卒業後には自分で返済するという自立した行
動とは異なっている。
　以上のことから、日本では欧米を中心に海外諸国で長
年にわたり活発に運用されているコーオプ教育が浸透し
ていない状況が見えてくる。
6.2．課題
　コーオプ教育が日本ではなかなか浸透しないのはなぜ
だろうか。その理由として、5.1．では学生の自立した行
動の欠落について指摘したが、日本にコーオプ教育を必
要としない教育および雇用環境が存在することも考えら
れる。
　日本の大学生を取り巻く典型的な教育・雇用環境は以
下の４点で表現できる。
　（ⅰ）大学は、座学を通して学生に一般教養や基礎知識
を学ばせ、ソフトスキルを修得させる。
　（ⅱ）大学は、新卒者が職場訓練（On-the-Job Training：
OJT）による技術・技能の修得に必要な一般教養や基礎知
識を持っていることを証明する卒業証書を発行する。
　（ⅲ）学生は、自分が企業の提供するOJTを受ける価値
があることの質保証のために卒業証書を必要とする。
　（ⅳ）企業は、OJTを通して新卒者に職場で必要とする
技術・技能を学ばせ、ハードスキルを修得させる。
　この構図の中では、大学教育がシグナリングと人的投
資の機能を十分果たしていて、コーオプ教育によるシグ
ナリングも人的投資も不要である。なぜなら、日本では、
雇用者は長期間の雇用契約の下に、入社後に企業内で技
術・技能の修得を行い昇進していく、いわゆる「内部労働
市場」が発達しているからである（Doeringer and Piore
（1971）を参照）。言い換えれば、日本的雇用制度の特徴の
１つである終身雇用の下では、最終的に企業に就職する
かどうか確定していないコーオプ教育の就業体験中の学
生よりは、既に入社した社員にOJTを通して人的投資を
した方が回収の確率は高い。また、学生の専攻分野にこだ
わらない社員募集をしている企業は多いが、これは、入社
後のOJTを重視し入社時に特定の技術・技能を求めない
ことを意味する。企業の選考基準は学生の潜在的な能力
でありコーオプ教育で得られる実践的な能力ではない。
　しかしながら、バブルの崩壊や産業の空洞化を経て社
会経済環境は変化し、最近では日本でもコーオプ教育を
積極的に導入する必要性は高まってきている。ここでは
そのような変化を２つ紹介する。
　１つ目は、大学教育の学生の資質に関するシグナリン
グ機能と人的投資機能の低下である。これには、大学進学
率の上昇とこれにともなう大学受験重視の傾向がその背
景にあると考えられる。大学進学率のデータが初めて集
められた1954年には、４年制・短期大学への進学率は男
子15.3％,女子4.6％の男女計10.1％であったが、経済高度
成長期の70年代半ばまで上昇を続け（例えば、1976年は
男子43.3％、女子33.6％の男女計38.6％）、一時的に足踏
みをした後に、バブル崩壊後の1990年代以降再び上昇を
続けた。そして、2012年現在では男子57.8％、女子56.1％
の男女計56.9％に至っている（図表１参照）。つまり、現在
では２人に１人以上が大学に進学している。このことは、
大学のみならず大学進学にむすびつく高等学校や予備
校・塾の教育サービス市場の拡大・活発化を意味し、高等
学校や予備校・塾などの供給側にとっての教育機関間競
争（学生の取り合い）を激化させている。偏差値などで表
わされる社会的評価の高い大学への合格率を高めること
はこの競争に勝つことの重要な戦略の１つとなるが、学
生自身にとっては受験のテクニックの取得は必ずしも本
来の高校教育の目的や大学教育に必要な知識や能力の修
得と一致するとは限らず、前者が重視されれば、後者がな
おざりにされる可能性は排除できない。岡部、西村、戸瀬
（1999）は大学生に実施した数学テストの結果をもとに
大学生の学力低下を指摘し、その主な要因が日本の教育
制度自体にあると述べているが、受験テクニックの重視
こそがその要因といえるではないだろうか。
　このような大学教育に必要な知識や能力を十分に修得
していない新入生に対して、従来のアカデミックな側面
を重視した大学教育は社会が必要とする学生の資質の質
保証としてのシグナリングと人的投資の両面でうまく機
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能せず、新卒の雇用者と企業の間でミスマッチが起こる
可能性もある。そうであれば、むしろ一定期間の就業体験
を含んだコーオプ教育のほうがより優れたシグナリング
や人的投資であると企業が考えてもおかしくはない。ミ
スマッチが発生することを示唆する例として労働政策研
究・研修機構（2007）がある。労働政策研究・研修機構
（2007）は正社員であった前職を離職した中途採用者に
その離職理由を聞いている（図表２参照）。ここでは、雇用
者本人と企業の担当者に離職理由を聞いており、そのい
くつかについては多少の回答率結果の乖離が見られるが、
「キャリアアップするとして」「肉体的・精神的に健康を損
ねた」「家族の事情」以外は、若年者の離職理由はおおむね
雇用者・企業間のミスマッチにあることがわかる。これは、
採用以前に十分な情報が得られていない事を意味し、大
学の成績や大学卒業資格がシグナリングとして十分機能
していないこともその要因の１つと考えられる。以上の
ことから、新卒者の特性に関するシグナリングとしては、
就業体験を通して職場と仕事により深い関係を持つコ─
オプ教育のほうが有効で、ミスマッチの防止に役立つと
考えられる。
　もう１つは縮小化する日本経済の下の企業の人的投資
削減の傾向である。例えば、近年問題視されている非正規
雇用者の増加は、企業が長期雇用のもとで雇用者を育て
上げるよりも即戦力を求める傾向にあることを示唆して
いる。「労働力調査」によれば、過去約30年の間に非正規
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出所：文部科学省「学校基本調査報告書」から作成
図表２： 離職理由に関する従業員調査と企業調査結果 
（対象者：前職正社員の中途採用者）
図表１：大学進学率の推移1954-2010（４年制&短期大学、浪人も含む）
従業員調査（％） 企業調査（％）
8.413.93いき大がスレトスの事仕
9.824.53満不に与給
4.127.43満不に暇休・日休や間時働労
6.328.62いつきが事仕
9.6242いなかいくまうが係関間人の場職
2.818.32いなく白面が事仕
会社の経営者や経営理念・社風に合わないとして 23.2 12.1
9.224.91てしとるすプッアアリャキ
1.715.41たね損を康健に的神精・的体肉
9.11.41いな少が会機の発開力能
7.518.11満不るす対に境環業作の場職
6.118.01満不るす対に価評の事仕
7.75.9いなきでが立両の庭家と事仕
9.03.5たっあがラハワパ、ラハクセ
8.049.2情事の族家
2.04.2らかだ場職いなし用活を性女
企業調査 ： 中途採用者(n=1604) 従業員調査の前職 ・ 正社員 （n=3645)
出所 ： 労働政策研究 ・ 研修機構 （2007） 「若年者の離職理由と職場定着に関する調
査」 から作成
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雇用者割合は1984年の男子7.7％、女子29.0％の男女計
15.3％から、2012年の男子19.6％、女子54.6％の男女計
35.1に大幅上昇している（図表３a参照）。これに並行して、
もっともOJTを必要とする25─34歳の若年者層でも、
1988年の男子3.6％、女子25.9％の男女計10.7％から、
2012年の男子15.7％、女子39.5％の男女計26.0％に大幅
上昇している（図表３b参照）。キャリア教育は欧米のよ
うに長期的な就業体験を伴えば、就職前OJTにもなり、有
償であっても就職後OJTの人件費および期間を削減する
ことになる。したがって、人的投資削減のための非正規雇
用増加の流れに歯止めをかける効果が期待される。海外
でよくある就業体験者の仕事内容は、若年層を対象とし
た商品の開発の短期的なプロジェクト、あるいは、夏期休
暇などで人員不足になる部署の一時的補充などで、正規
雇用者を脅かす代替的なものではなく、むしろ補完的な
ものではある。以上のことから、コーオプ教育は雇用者の
非正規化防止に役立ち、雇用の安定という雇用者のメ
リットのみならず、人的投資を続けることで企業にもメ
リットをもたらすと考えられる。
　ところで、企業がインターンシップを好まない理由も
少なくとも２つある。１つは、インターンシップ学生は企
業に何の貢献も出来ず、むしろ、足手まといになるとの見
解である。これは、インターンシップと異なり、就業体験
期間が長く、事前学習も整備されたコーオプ教育を導入
することで解決可能であることが海外の例で証明されて
いる。もう１つは企業内情報の流出である。数か月の就業
体験後に大学に戻り、卒業後に就業体験先企業に戻ると
は限らない新卒者は、就業体験期間中に修得した企業内
情報や企業特殊技術を他企業に流出させるのではないか
という懸念である。しかしながら、これは終身雇用制度が
崩れ始め、非正規雇用者率が上昇した現状では既に避け
られない問題で、キャリア教育に限ったものではない。
７．むすびに
　本稿では海外のコーオプ教育の歴史や現
状を紹介しながら、コーオプ教育という概
念を定義してみた。また、労働経済学の分析
に基づいてコーオプ教育の効果について述
べた。さらに、日本においてもコーオプ教育
普及の環境が整いつつあるとも説いた。し
かしながら、コーオプ教育はいまだに日本
に根付いていない。何が不足しているのだ
ろうか。７では今の日本におけるコーオプ
教育の普及に必要な政策をステークホル
ダーごとに提案する。
　（ⅰ）大学生：教育ローンの充実
　教育ローン等を使って大学生活の費用を
自己負担している欧米の学生と比べると、
日本の大学生は数年後に彼らが直面する就
職に関する意識がとても低い。欧米の多く
の国が提供するような学生本人が借りる教
育ローンが普及すれば、大学生活やその後
の就職に関する明確な意識が構築され、勉
学やコーオプ教育についても積極的な対応
をとるようになると期待できる。
　（ⅱ）企業：企業にメリットのある学生の
受け入れ
　コーオプ教育は企業・学生の両者にとっ
てメリットがなくては存続できない。企業
にとっては社会的貢献以上のメリットが必
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図表３a：非正規雇用者割合の推移（1984-2012）：全年齢層
図表３b：非正規雇用者割合の推移（1988-2012）：25-34歳
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察でなく生産活動と理解し、これに対して報酬を受けと
る。
（ⅲ）コーオプ企業の責任者はコーオプ学生の就業体験状
況を監督し評価する。」
　に基づいたコーオプ教育が日本でも普及する可能性は
大きい。そして、それはまさにシュナイダーが１世紀ほど
前に考案したコーオプ教育の真の形に他ならない。
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とした就業体験などが考えられる。
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　学業と仕事が両立できるような大学制度が必要である。
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SUMMARY
Cooperative Education has earned its popularity globally after 
a century since its foundation in the early 20th century. This 
educational system, which “connects academic studies at edu-
cational institution and working experience at workplace,” has 
become to play an important role for students and graduates 
on job hunt in many industrial countries. However, its form 
varies by the socioeconomic background and its effectiveness 
by the economic climate of each country. Among those coun-
tries, Japan is one of the few without an established coopera-
tive education system.
  This article firstly overviews the history of cooperative edu-
cation in USA, before re-examining the concept itself. This 
will be followed by a brief comparison of the cooperative edu-
cation systems in Canada, Australia, United Kingdom and 
Germany. Based on the history and the international compari-
sons, the article redefines the concept of cooperative educa-
tion, and analyzes the effectiveness and problems of this edu-
cational system in general and in Japan in particular. The final 
section offers some policy suggestions for establishing the co-
operative education in Japan. 
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